
 

 

 

令和４年度林業用種苗需給連絡協議会の概要 

 

 

新たな「全国森林計画」が、昨年１０月１３日に閣議決定されました。令和 6 年 4 月 1 日から令和 21

年 3月 31日までの 15年間を計画期間とするものです。 

計画量では、造林面積のうち人工造林について １，３７５千ha《計画期間（令和６年４月１日～令和21

年３月 31 日）の総量》が示されました。１５年間の総量ですので、これを単純に１５年で割った年間数量

として換算しますと、９１．７千 ha となります。 

さて、現在の全国の再造林率は３割から４割と言われており、再造林の推進が大きな課題となってい

ます。具体的には、造林面積の実績が３３．７千 ha（H2（2020）年度）ですので、この計画量がいかに大

きなものであるかお分かりと思います。 

そうした中で、宮崎県が意欲的な取り組みを始めます。以下にその概要を紹介します。 

 

【宮崎県の取り組み（概要紹介）】 

『再造林率日本一に向けて産学官と県民が一丸となって取り組む「宮崎モデル」の構築に向けて』 

 

１ 背景 

令和５年６月、宮崎県は、「 グリーン成長プロジェクト」（図２）を公表。その中で「 再造林率日本一」を

目標に掲げ、産学官と県民が一体となった抜本的な再造林対策である「 宮崎モデル」を構築することと

した。 

宮崎県の再造林率は、近年約７割と全国的に見て高い水準にある一方で、現在伐採が進んでいるよ

うな道から近い林業経営を行う上で採算性の高い林地等を含む約３割にあたる約７００～８００ha が毎

年再造林されておらず、全国に誇る木材供給県として、将来に渡って持続的に木材供給が可能な森

林資源量の確保や、生物多様性をはじめとした森林が持つ公益的機能の低下が危惧されるなど、再造

林の推進は喫緊の課題となっていた。 

そのため、令和６～８年度の３年間の集中的な取組として、再造林が適切に行われる仕組み「宮崎モ

デル」 （図１）の構築を行い、現在約２，１００ha の再造林面積を５００ha 増加させることを目指してい

る。 
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【再造林推進への取り組みについて】 

宮崎県の取り組みを紹介します 



（図１） 

２ 再造林推進に係る条例について 

図１のⅠにある 「宮崎県再造林推進条例（仮称）」は、再造林推進に的を絞った条例としては全国初

となるもので、令和６年７月施行を目指している。 

条例は、再造林を推進するための基本理念のほか、行政や森林所有者、林業関係者等の役割を明

らかにするとともに、基本的施策の方向性を定めることで、「宮崎モデル」の推進についても明文化する

ものとなっている。 

 

３ 再造林に関する具体的な対策の実施について 

図１のⅡに「 再造林に関する具体的な対策の実施」として、宮崎モデルの中核となる取組を３つ記

載している。 

①  適切な情報を森林所有者・事業者・県民へ周知 

再造林の重要性や適正な立木価格など山林の価値、相談窓口（地域再造林推進ネットワーク）に

ついて、森林所有者をはじめとする県民に発信を行う。 

また、県内の林業関係者を対象に再造林推進決起大会や再造林コンクール等のイベントを開催

し、再造林の意識醸成を図るためのプロモーションを実施する。 

 

②  地域再造林推進ネットワークの設立 

  森林所有者からの相談対応や、伐採者と造林者、市町村間の伐採情報の共有等（図１のⅡの２）



が円滑に行われるよう、県内８森林組合単位の「ネットワーク」を創設し、森林組合が中心となりその

運営を行う。 

 

③  省力・低コスト再造林に対する嵩上げ補助 

県ではこれまでも、市町村を中心に森林所有者の再造林費用の負担軽減を図るための補助率嵩

上げが行われておりましたが、実際には、再造林意欲が低下した森林所有者に残りの分を負担い

ただくことが難しい場合もあり、造林者がこれを負担する形で再造林を行ってきた実態があった。そ

の結果、造林作業員に十分な労賃確保ができず作業員不足となり、再造林率の頭打ちの一因にな

っていると考えられました。そのため、「 宮崎モデル」では新たに県と市町村が 11％ずつを負担す

る形で、ベースとなる 68％の補助率に計 22％の嵩上げを行い、補助率を 90％に引き上げる事業を

スタートさせることとした。 

また、その他にも社会保険労務士等の専門家による作業員の待遇改善を指導する事業や、新た

に造林事業を開始又は拡大する事業体に資機材の整備や継続雇用の支援を行う事業などを新設

し、総合的な担い手対策を講じることとしている。 

 

（図２） 

 



 

４ 林地集積化に向けた組織・仕組みづくり等について 

上記に加え、本県における再造林の問題が小規模・分散的な所有構造による経営意欲の低下にあ

ること等も念頭に置き、経営意欲のある林業事業体への林地の集約化の支援や、新たな仕組みづくり

の検討に着手することとした（図１のⅢ）。 

また、その他の重要な取組 （図１のⅣ）として、労働安全対策の強化、コンテナ苗の増産やデジタル

化の推進、非住宅分野での木材利用の推進や県外及び海外への販路拡大などもあわせて取り組む予

定である。 

 

５ おわりに 

宮崎県では、市町村・森林組合等、県内産業関係者と多くの議論を重ねて本プロジェクトを作り上げ

てきたところであるが、まだ完璧な形ではなく、事業を進める中で生じた課題についても、広く関係者の

意見を頂きながら更にブラッシュアップしていきたいと考えている。 

今後も、産学官と県民が一体となって進める「宮崎モデル」の構築を図り、持続可能な木材供給はも

とより公益的機能を発揮するみやざきの森林・林業・木材産業の確立に挑戦していくこととしている。_ 

 

 

 

全苗連・苗組の行事予定 

 

3月 6～7日 第８回全苗連生産者の集い実行委員会（北海道） 

3月 11日 全苗連理事会(ﾎﾃﾙﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝｴﾄﾞﾓﾝﾄ飯田橋) 

3月 18日 (独)勤労者退職金共済機構運営委員会((独)勤労者退職金共済機構９F会議室) 

3月 19日 一般社団法人林業薬剤協会第 4回理事会（学士会館） 

3月 22日 一般社団法人林業技能向上センター第３回社員総会（臨時総会） 

【令和６年度】  

4月上旬 令和５年度優良種苗生産推進対策のうち苗木生産技術の向上等事業林野庁報告 

4月中旬 全国山林苗畑品評会三次審査 

4月 23日 全苗連監査会 

5月 10日 全苗連正副会長会議 

5月 10日 全苗連理事会 

5月 11日 第 33回みどりの感謝祭式典(イイノホール) 

5月 24日 全苗連通常総会 

5月 26日 第 74回全国植樹祭(岡山県) 

9月 4～5日 第８回全苗連生産者の集い（北海道） 

 

 


